
 　古殿町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成17年条例第2号）の第6条の規定に基づき

公表します。

　（1） 部門別職員数の状況と主な増減理由 （2） 職員の競争試験及び採用状況(平成31年4月1日採用）

（注）　一般行政職の採用者数の内訳は、一般事務（2名）、

　　保健師（1名）です。

（3） 職員の退職状況（令和元年度退職）

（注）その他の内訳は、自己都合（4名）です。

　 町では、自らその業務に対して目標設定・自己評価を行い、評価者（所属長等）がこれを評価することにより、職員の

自主的な能力開発や業務の改善等がより一層期待できるとともに、組織全体の能率・能力の向上、士気高揚を図り、

さらなる町民サービスの向上につなげていくことを目的として、平成28年度に人事評価制度を試行的に導入しました。

  （1） 総括

（注） 人件費には職員の給与のほか、共済負担金、退職手当負担金および常勤・非常勤の特別職報酬なども含まれます。　

（注） 1  職員手当には退職手当を含まない。

   　 2  職員数は、平成31年4月1日現在の人数である。
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３　職員の給与の状況

２　職員の人事評価の状況

② 職員給与費の状況（普通会計決算）
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  （2） 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況　（令和2年4月1日現在）

（注） 1  「平均給料月額」とは、令和2年4月1日現在における一般行政職の職員の基本給の平均です。

  （3） 職員の初任給の状況　（令和2年4月1日現在）

  （4） 一般行政職の給別職員数等の状況（令和2年4月1日現在）

主事

困難な業務を処理する主事

係長、主査

課長補佐、主任主査

課長、主幹

困難な業務を処理する課長、参事

1  古殿町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

        2  標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

       3  一般行政職とは、税務職、栄養士、保育士、保健師、企業職、技能労務職、幼稚園教諭を除いた職員である。

① 期末手当・勤勉手当

千円

（平成31年度支給割合） （平成31年度支給割合） （平成31年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

・役職加算　　5～15％ ・役職加算　　5～20％ ・役職加算　　5～20％

・管理職加算　　15～25％ ・管理職加算　　10～25％

② 退職手当（令和2年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（注）
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％

平均給料月額

286,342 円

2  「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などの諸手当の額を合計したものです。
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  （5） 職員手当の状況
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その他の加算措置定年前早期退職特例措置　2～20%加算

区 分



③ 時間外勤務手当

支給実績（平成31年度決算） 千円

職員１人当たり平均支給年額（平成31年度決算） 千円

支給実績（平成30年度決算） 千円

職員１人当たり平均支給年額（平成30年度決算） 千円

職員1人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績」と同じ年度の4月1日現在の総職員数

　  （管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給とはならない職員を除く。)

④ その他の手当（令和2年4月1日現在）

子（満16歳初年度から満22歳年）

（注）　
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10,000 円

5,000月額

異

月額12,000
円超の家賃
を対象

3,489

102,286

（令和元年度決算）

円

（令和元年度決算）

扶養 手当

交
通
機
関
等
利
用

同 216,035

千円 395,730 円

0 円 0 円

円

千円 268,384 円

管理・監督の地位にある職員
　・課長　給料月額の10％
　・主幹　給料月額の8％
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　　 （算定方式）

給料月額×在職期間×支給率0.48 円

給料月額×在職期間×支給率0.29 円

給料月額×在職期間×支給率0.20 円

給料月額等
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  （6） 特別職の報酬等の状況（令和2年4月1日現在）
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 　介護休暇とは、職員の配偶者、父母、子、配偶者の父母等で負傷、疾病又は老齢のため、日常生活を営む

ことについて支障がある者の介護をするため、勤務しないことが相当である場合に6ヶ月の期間内で認められ

る無給の休暇です。

0

介護休暇取得者数

人

４　職員の勤務時間その他勤務条件の状況

（1） 勤務時間の状況（一般職の標準的なもの）

勤務時間
開始時刻 休憩時間

　必要と認められる期間

0

0

育児休暇（生後1年に達しない子）

配偶者の産前産後における子の養育休暇

38時間45分 午前8時30分 正午～午後1時 午後5時15分 あり

人

人

 　1人当たりの平均取得日数は、次のとおりです。

1人当たり平均取得日数

骨髄等提供のための休暇

父母の祭日のための休暇

結婚休暇

　必要と認められる期間

　必要と認められる期間

　必要と認められる期間

　必要と認められる期間

  2日以内

　産前6週間、産後8週間の期間内に5日以内

　5日以内

　2日以内

子の看護休暇（中学校修学前までの子）

配偶者の出産休暇

11日

（3） 病気休暇及び特別休暇の状況（令和2年4月1日現在）

（2） 年次有給休暇の取得状（令和元年）

　 年次有給休暇は、1年ごとに20日（中途採用者は別に規則で定める日数）付与されており、20日を越えない範囲内の

残日数は、翌年に繰り越すことができることになっています。

　1日2回各30分以内

　5日以内

割振変更制度

産前産後休暇

病気休暇

１週間の
終了時刻

勤務時間の

種　　　　類 付与日数

  負傷又は疾病は90日、成人病及び精神性疾患は180日

  産前8週間（多児妊娠の場合は14週間）以内、産後8週間以内

交通機関の事故等を事由とする休暇

とする休暇

の退勤途上における身体の危険の回避を事由とする休暇

計

（4） 介護休暇の取得状況（令和元年度）

男性職員

女性職員

　3日以内

　5日以内

　連続する7日以内

　その都度1日以内

忌引休暇

生理休暇

短期介護休暇

配偶者及び子の祭日のための休暇 　その都度1日以内

　1週間の範囲内で必要と認められる期間

　必要と認められる期間

　必要と認められる期間

風水震火災その他の災害による職員の住居の滅失等を事由

　配偶者の場合10日内　ほか

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

裁判員、証人等として官公署へ出頭するための休暇

選挙権等の権利行使のための休暇

風水震火災その他の災害による交通の遮断を事由とする休暇

の規定による交通の制限又は遮断を事由とする休暇

風水震火災その他の災害又は交通機関の事故等による職員

夏季休暇

ボランティア休暇



 　育児休業とは、職員が3歳に満たない子を養育するため、子が3歳に達する日までの期間を限度として取得

することができるもので、無給の休暇です。

 　部分休業とは、勤務時間の始め又は終わりに1日を通じて2時間を超えない範囲で取得することができ、勤

務しない時間は無給です。

（令和元年度）

 　修学部分休業とは、職員が学校教育法による高等専門学校や大学などの教育施設で修学するため、1週

間当たりの勤務時間の2分の1を超えない範囲で2年間取得できる。

（令和元年度）

（令和元年度）

 　自己啓発休業とは、職員が自発的な修学又は国際貢献活動を目的として、無給で、修学の場合は2年、国

際貢献活動の場合は3年を休職とする制度です。

（令和元年度）

修学部分休業取得者数

人

女性職員

0

0

５　職員の休業に関する状況

計 2 人

人

自己啓発休業取得者数

人

人

人

0 人0

0

人0 人00 人

0 人

0 人

0 人

人

勤務実績がよくない場合

心身の故障の場合

職に必要な適格性を欠く場合

条例に定める事由による場合

0

0 人

0 人

人 0

0

0

男性職員 0

女性職員 0

計 0

（4） 自己啓発等休業の取得状況

男性職員 0

人

人

人

0 人

0

0 人

区分

人

1 人

1 人

人0

人0

0 人

1

0 人

0 人

（3） 高齢者部分休業の取得状況

（2） 修学部分休業の取得状況

男性職員

計

降給 計

人0

人

0 人

0 人

人

高齢者部分休業取得者数

人

人

1 人

人

0 人

0 0 人

人

人

女性職員

計

0

0

（1） 育児休業等の取得状況

0

0 人 人

0

６　職員の分限及び懲戒処分の状況

（1） 分限処分の状況（令和元年度）

降任 免職

0 人

部分休業

取得者数

男性職員

女性職員

育児休業

計

職制等の改廃等により過員等を生じた場合

刑事事件に関し起訴された場合

取得者数

人0

2 人

0 0 人

休職

人



 　職員の勤務能率の発揮及び増進のため、職務の階層に応じて行う職層別の研修や個々の職員が習得し

たい知識研修、専門研修等を実施しています。

人

新任管理職研修

基本研修

　 職員は、再就職者による依頼等があった場合、同条第７項の規定に基づき遅延なく公平委員会にその旨を届け出

なければなりません。

事　　　由

再就職者から依頼等を受けた場合の届出

件数

選択研修

管理者・監督者

0

0

件

0 人

職場の人材育成に活かすコーチング講座 採用後１２年目～ 1

人

採用後４年目～

件

1

自治研修センター
一般職

管理者・監督者

人

0 人

有事の危機管理講座

人事評価講座

新任課長研修

人

0 人

2 人

2 人

新任係長研修

実行力アップ研修

応用力アップ研修

基礎力アップ研修

７　職員の服務の状況（令和元年度）

0 人

人

0

減給 停職

人0 0

0

人

人

0 人

（2） 懲戒処分の状況（令和元年度）

区分

法令違反

職務上の義務違反又は怠慢

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行

計

戒告

人
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人
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営利企業等従事許可の状況

人

0 人

0

0

件0

主　　催

自治研修センター

対　象　者

その年度の新規採用職員

採用後４年目の職員

採用後８年目の職員

新たに課長職に就いた職員

新たに補佐職に就いた職員

９　職員の研修の状況（令和元年度）

区分

 　地方公務員法第38条の２の規定により、営利企業等に再就職した元職員は、離職前５年間に在職していた地方公

共団体の執行機関の組織等の職員に対し、在職時の職務に関して一定の影響力を有することを背景に、離職後２年

間、職務上の行為（契約、許認可等）をするように（しないように）依頼・要求してはならないとされています。
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2 人

3 人

2 人

0 人

人

0 人

新規採用職員研修

研　修　科　目 受講者数

免職

相互満足に向けた交渉力アップ講座

採用後２～４年目

採用後２年目～

人

採用後４～１２年目

0

計

件数

営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会社、その他の団体の役員、顧問、評議

員及び当該会社、団体の重要方針決定に参画する上級職員の地位を兼ねる場合

自ら営利を目的とする私企業を営む場合

報酬を得て事業もしくは事務に従事する場合

８　職員の退職管理の状況（令和元年度）

事　　　由

件

人

0

人

0

0

採用後１２年目の職員

新たに係長職に就いた職員

1

専門研修 　 各専門研修 3 人

0 人

人

2

メンタルヘルス講座【予防編】

クレーム対応講座

住民サービス向上のための接遇実践講座

政策法務講座【基礎コース】



該当なし

該当なし

該当なし

１１　公平委員会の業務の状況（令和元年度）

（1） 勤務条件に関する措置の要求の状況

（2） 不利益処分に関する審査請求の状況

（3） 人事行政相談の状況

１０　職員の福祉及び利益の保護の状況（令和元年度）

（1） 健康診断の実施状況

区分 受診者

定期健康診断

人間ドック

（2） 公務災害及び通勤災害の状況

認定件数

0 人

0

計 0 人

人

人

53

19

人

公務災害

通勤災害


